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Ⅰ

近年満鉄史研究は著しく深化している。これには，

国内での新たな史資料の発掘やウェブサイトでの資

料の公開が進んだこと，そして遼寧省档案館や吉林

省社会科学院満鉄資料館など中国の機関が所蔵する

資料（図書）が公開されたことが関わっている。そ

れと同時に，満鉄史研究に新たな視角と方法がとら

れるようになったためである。最近刊行された満鉄

関係の主な著作は単行書に限っても，解学�『隔世
�思──�����部』（北京 人民出版社 ２００３

年），小林英夫・福井紳一『満鉄調査部事件の真

相 新発見史料が語る「知の集団」の見果てぬ夢』

（小学館 ２００４年），小林英夫『満鉄調査部の軌

跡 １９０７―１９４５』（藤原書店 ２００６年），加藤聖文『満

鉄全史 「国策会社」の全貌』（講談社 ２００６年），

解学�『��与�北�	 １９３５～１９４５』（北京 社

会科学文献出版社 ２００７年），満鉄会編『満鉄四十

年史』（吉川弘文館 ２００７年）などがある。本書出

版後には，岡部牧夫編『南満洲鉄道会社の研究』（日

本経済評論社 ２００８年）が刊行された。また，中国

における満鉄史研究の権威，解学�と
崇民は，「路
�篇」，「煤�篇」以降長らく中断していた『��史
�料』全１１巻を編纂中であり，間もなく全巻が出版
される予定である。ある本のオビには満鉄創立１００

年出版が唱われていたが，そういうことではなく，

研究の深化がこれらを輩出させた真の理由である。

満鉄の調査活動に関する研究は満鉄史研究のなか

では比較的進んでいるが，本書は，満鉄が行った調

査と研究の内実はどのようなものであったか，さら

に，そこにはいかなる問題が内包されているのかに

焦点をあてるという新たな視角から，満鉄の調査の

到達点と課題を論じたものである。本書は，本文５２０

ページに及ぶ大著であり，収録されている論文はそ

れぞれのテーマについての研究を一段と深めたもの

である。

とりわけ，第１章，第７章，第８章は，副題にあ

る満鉄の調査にまつわる「神話」を検討し，「実像」

を描き出そうとしたポレミークな論文である（注１）。

これら以外の章は，それぞれの課題について満鉄の

調査がいかなるものであったかを明らかにした力作

ではあるが，副題の「『神話』と実像」とは直接的

な関わりは希薄であるように見受けられる。

本書の編者，執筆者らはこれまで，吉林省社会科

学院満鉄資料館との共同研究によって，松村高夫ほ

か『戦争と疫病 七三一部隊のもたらしたもの』（本

の友社 １９９７年），松村高夫・解学詩・江田憲治編

『満鉄労働史の研究』（日本経済評論社 ２００２年），

田中明編『近代日中関係史再考』（日本経済評論社

２００２年），など優れた研究成果をあげてきた。本書

は，これらの研究とほぼ同じメンバーによる中国所

在の史資料も活用した長年の共同研究の成果であり，

これらの続編とも言える研究である。

Ⅱ

本書の構成は以下のとおりである。

序 章 満鉄の調査・研究活動の問題性と本書の

立場 松村高夫・柳沢遊・江田憲治

第１章 満鉄調査の慣習的方法──統計調査を中

心として 平山勉

第２章 未完の交通調査──『満洲交通史稿』の

構想と限界 兒嶋俊郎

第３章 変容する市場と特産物──大豆三品の流

通・生産調査 柳沢遊

第４章 事業化された調査──資源・鉱産物調査

とオイルシェール事業 山本裕

第５章 異民族支配の模索──在満朝鮮人調査

伊藤一彦

第６章 満鉄と植民地医学──七三一部隊への視

松村高夫・柳沢遊・江田憲治編

『満鉄の調査と研究
──その「神話」と実像──』
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座 江田いづみ

第７章 綜合調査の「神話」──支那抗戦力調査

江田憲治

第８章 フレーム・アップと「抵抗」──満鉄調

査部事件 松村高夫

終 章 満鉄調査組織「神話」の克服をめざして

松村高夫・柳沢遊・江田憲治

序章では，先行研究を検討した後，本書の課題と

して以下の４点を掲げる。（１）満鉄調査の方法にど

のような特徴があり，その問題点は何かを明らかに

すること，（２）これまで研究対象とされることの少

なかった農事試験場，中央試験所，現業部門などが

行った社業調査，すなわち満鉄の事業遂行のために

行われた調査も対象としてその特質を明らかにする

こと（ただし，満鉄自体の社業調査の定義では，会

社業務に関わる調査とされており，試験研究機関は

含まれていないため，本書は社業調査を拡張してと

らえている），（３）国策と重なる社業調査の検討，（４）

国策調査の再検討，すなわち戦時体制の構築のため

の調査としての「支那抗戦力調査」の再検討および

調査部の崩壊を招いた「満鉄調査部事件」の全体像

の解明，である。

第１章は，満鉄の調査の「慣習的方法」を統計調

査に例をとって検証する。長大な論文であり，論旨

が多岐にわたっているため要約しにくいが，まず，

後藤新平初代満鉄総裁の求めた調査スタイルが「他

人の資料を使ったスピーディなまとめ」（３２ページ）

であったとし，「個票からオリジナルな統計を作成

するのではなく，満鉄外の組織が作成した統計資料

を机上で編集した」（１００ページ）ことが，満鉄の統

計調査の方法的な特徴であるとして，満鉄創設当初

から「調査期間の短縮化と成果発表の即時化」（２９

ページ）がめざされていたとする。統計担当者の会

議での議論などを丹念にって，満鉄の統計調査に
は「定点観測的な時系列調査」（３２ページ）はなく，

その結果，満鉄調査組織がまとめた統計調査の大部

分が政府統計の水準にまで及んでいないこと，また

満鉄の調査報告に見られる統計には再検証の困難な

ものが多いこと，さらに，１９４０年度以降に行われた

綜合調査（調査部内での正式名称は，統一的業務計

画）を担った調査員が統計調査を簡単なものと考え

ていたことが綜合調査の失敗の一因であったとする。

第２章は，１９３９年５月に設置された調査部資料課

第三編纂係による「満洲交通史稿」を論じる。満洲

交通史の編纂は，満洲国の依頼によって開始され，

満洲全域の鉄道，港湾，海運，自動車など交通史の

全体像を明らかにすることがめざされたが，これま

で断片的な記録が見られるだけで，原稿の存在は知

られておらず，当然検討されたことのなかったもの

である。満洲交通史の編纂は，満鉄財政の悪化，ア

ジア太平洋戦争の深刻化，対ソ戦準備などの理由に

よって次第に縮小され，当初の構想は７割方実現さ

れず未完に終わったが，その調査経緯を明らかにし，

現存する「満洲交通史稿」を目次にしたがって内容

の紹介・解題を行う。

第３章は，大豆に関わる調査を検討する。石炭と

ならんで満鉄の重要な収益源の貨物であった大豆三

品（大豆，大豆粕，大豆油）については，第一次世

界大戦頃から生産，改良，流通（取引事情，市場調

査），消費に関わる調査が本格的に開始されたが，

本章は，とくに１９１０～３０年代の調査方法，調査結果

とそれらの特徴を明らかにしている。これらの調査

は，混合保管制度の実施整備，品種改良，港湾整備，

特産金融などの育成のために行われ，満鉄の営業収

支の改善をめざすものであった。そのための，農産

物収穫高予想調査や大豆格付のための標準見本作成，

その後行われた大豆関連工業育成のための調査，満

洲国期に満洲国経済部，業界団体が中心となって実

施した満洲特産物調査について検討する。１９３０年代

後半には満洲国は満洲特産中央会を設立して特産統

制と調査を行い，欧州大戦勃発後大豆の対独輸出が

困難になった後に設立された満洲特産専管公社が出

荷統制と調査を担うようになって，満鉄による特産

物市場調査は終わったとする。

第４章は，地質調査所の資源・鉱産調査と中央試

験所の鉱産物鑑定・分析試験を検討して，満洲石炭

市場の調査は地質調査組織において行われたこと，

さらに第一次大戦後に石油の重要性から，代用燃料

としてのオイルシェール開発が国策に組み込まれた
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ことを明らかにして，撫順炭礦のオイルシェール事

業化の経緯を検討する。また，満洲国期に満鉄が行

った多角的な鉱業開発には営利会社として事業化が

可能かどうかの判断による選択があったこと，石炭

液化，人造石油の研究に資金が集中的に投入された

としている。

第５章は，満鉄の在満朝鮮人調査を取り上げて，

満鉄と在満朝鮮人は地主と小作人の関係にあり，ま

た満鉄は朝鮮人学校に対する補助などにおいて朝鮮

人問題の当事者でもあったとする。満鉄の在満朝鮮

人調査は，朝鮮人労働者，朝鮮人職員の採用などの

ためであったが，机上調査（文献調査）が中心であ

り実態調査は少なかったことを明らかにし，満洲事

変後の在満朝鮮人の状況と動向，中国側の朝鮮人圧

迫の調査，集団部落（安全農村）の設立，朝鮮人移

住・農民対策などの立案，１９３７年以降の朝鮮人動員

についての調査，すなわち国策立案のための在満朝

鮮人調査を検討する。そして満鉄の在満朝鮮人調査

の「結果は，実際にとられた政策の一部に採用され

ることはあっても，大綱的な部分は関東軍等がすで

に決定しており，それに影響をあたえることはまれ

であった」（３２４ページ）として，関東軍・満洲国の

在満朝鮮人政策立案の裏付け，あるいは政策の補強

のためであったと結論づける。

第６章は，初代総裁であった後藤新平が移住者の

健康管理と現地中国人をひきつけるために主張した

「文装的武備」の一環として行われた医学・衛生事

業，すなわち，大連医院，南満医学堂，満洲医科大

学，衛生研究所などの活動を検討し，これらの機関

は在満邦人のための植民地医療・研究機関であった

こと，満洲国設立以降は，「寒冷地馴化」，「開拓医

学」を重視したこと，さらに，これらの機関が，人

的にも医療の面でも７３１部隊に密接に関わっていた

ことを検証する。

第７章は，「支那抗戦力調査」を検討する。抗戦

力調査委員会の成立過程，調査方法，調査経緯，調

査報告の内容を，よく知られている『支那抗戦力調

査報告書』とその前後にまとめられたタイプ謄写印

刷の報告書，会議記録，外務省・陸軍・支那派遣軍

の調査報告と関連史料を対照して，抗戦力調査が軍

の要請を受けて行われた「国策調査」であったこと，

また大本営陸軍部「蒋政権ノ経済的抗戦力ノ動向」

（昭和１５年７月）などの内容の分析によって，調査

部がこの調査においてめざしたとされる「東亜新秩

序」建設への貢献は，軍に対していくつかの参考資

料を提供し軍の方針を補強しただけであり，軍官僚

の調査水準を超えるものではなかったと結論づける。

第８章は，満鉄調査部事件についての先行研究の

問題点を明らかにした後，「事件」の背景にあった

合作社事件や『満洲評論』などを分析する。そして

「事件」の検挙者が関東憲兵隊によって執筆させら

れた自供書，撫順戦犯管理所での憲兵隊員の自述書

など新たに発掘した史資料と事件関係者の回想など

を利用して，「事件」が関東憲兵隊によるねつ造で

あったことを明らかにする。「事件」の背景にあっ

た経済調査会以降の調査，「支那抗戦力調査」，綜合

調査として取り組まれた「日満支インフレーション

調査」，「戦時経済調査」は，調査部が自主的に発案

し取り組み，軍の政策と対立する，あるいはそれを

修正する意図を持っていたとする評価は，戦後に主

に元調査部関係者によって作り上げられた「幻想」

であり，実際には軍に協力した調査であったことを

解明している。

終章では，各章を要約した後，中国における満鉄

研究の現状について解題を行い，満鉄の調査・研究

の特徴を２点にまとめる。第１は，満鉄がその業務

の一環として調査研究を行っており，また，１９３０年

代以降は「高度国防国家」建設のための調査である

と位置づけられたが，結局調査水準は軍の要請に応

えるところまでいかなかったことである。第２に，

しばしば満鉄の調査は「社業調査」，「国策調査」で

あったこと，また満鉄調査組織の「成果」の正負の

「神話」を打破し，その実態を明らかにすることが

必要であるとする。

Ⅲ

本書は満鉄の調査活動の特徴を検証したものであ

り，とくに１９３０年代以降の満鉄の調査が軍と密接に

関連し，軍に協力していたことを明らかにしている。
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各章とも，それぞれが設定した課題に迫る充実した

ものである。以下，評者の関心に従って，各章毎に

課題を指摘したい。

第１章は，これまでの満鉄調査組織論には組み込

まれたことのない統計調査に焦点をあててその問題

点を指摘した，全体として優れた論文である。調査

方法に着目して，『満蒙全書』，臨時経済調査委員会，

経済調査会の時期に調査を組織したのは調査課長，

経済調査会副委員長などを歴任した石川鉄雄であっ

たとする指摘も頷ける。ただし，石川は結核再発の

ため，１９３３年経調副委員長を退き審査役となり，そ

の後同年１０月待命，翌３４年に死去した。石川の養女

であった香川敦子氏のご教示によると，経調時期の

石川は勤務こそこなしていたが，定時に退社し帰宅

後は臥せっており，関東軍司令部のあった奉天にも

ほとんど出張したことはなかったとのことである。

このような経緯があるため，１９３２年の経調発足当初

はともかく，病中の石川がどこまで経済調査会の調

査に指導性を発揮できたかについてはさらに検討を

深める必要があろう。

本章の筆者は，後藤新平初代総裁が満鉄調査にい

わば即効性を求めたとして，「満鉄で志向した調査

はフットワークがよく，満鉄附属地の外でも調査を

実施する。しかし，別の面から見れば，定点観測的

な時系列調査はまったく実施されていない。つまり

『他人の資料を使ったスピーディなまとめ』という

点にその特徴があ」り（３２ページ），「近代日本の統

計文化は満鉄調査組織に継承されなかった」（３４ペ

ージ），「一九二〇年実施の関東州・満鉄附属地での

臨時戸口調査に際して，（中略）この統計調査を実

施したのは満鉄ではなく関東庁であった」としてい

る（３４～３５ページ）。しかし，筆者も指摘している

ように，満鉄は付属地行政を行っていたが，関東庁

のような官庁・行政機構ではなかった。満鉄付属地

の国勢調査を満鉄が行わなかったのは，満鉄は行政

機関ではなくその能力を備えていなかったためであ

る。そのような満鉄の統計調査に，国内の統計行政

機関が行ったのと同様の精度と結果を求めることに

は無理があると評者には感じられる。

また筆者は，後藤新平は「他人の資料を使ったス

ピーディなまとめ」を調査活動に求めたとしている。

後藤が初代総裁として満鉄の経営，そして調査活動

のレールを敷いたことはそのとおりであるが，総裁

在任期間わずか１年の後藤の影響がその後の満鉄の

調査にも一貫して及んでいたとするためには，その

ことを実証する必要があろう。創設間もない満鉄に

は，日本政府・中国側との間で，たとえば標準軌へ

の改築，安奉線建設のための土地買収など解決すべ

き課題は山積していた。後藤が総裁としてこれらの

解決に忙殺されたことは想像に難くない。また，後

藤は関東都督府民政長官も兼ねており関東州租借地

の経営にもあたっていた。この点について，満洲旧

慣調査を実際に担当した天海謙三郎は，後藤は多忙

であり，また調査担当理事であった岡松参太郎は台

湾時代のように直接調査には関与せず，あまり熱意

はなかったと回想している（注２）。とすると，後藤と

後藤退任後も理事であった岡松参太郎の調査部（調

査課）に与えた影響については正確に検証する必要

があると考えられる。この点についての研究はこれ

まで存在しないが，満鉄の調査活動における後藤新

平の影響は過大に評価されていると評者は考えてい

る。また，本章は，後藤の求めた「スピーディ」な

調査がその後の調査活動に継承されたことを強調し，

前提としているが，後藤がそうした調査活動を推進

したという実証を欠いており，この点は後藤の過大

評価であるように思われる。さらに言えば，「他人

の資料を使ったスピーディなまとめ」は，満鉄の調

査だけが持っていた特徴と果たして言えるかどうか。

大正期から昭和期の（そして現在でも）調査機関の

多くはそのような方法をとっていた。

筆者の指摘する，綜合調査を担当した調査員が，

統計調査と統計の処理を簡単なことと誤解したこと

が，１９４０年度以降に行われた綜合調査の失敗の遠因

であったとする指摘には鋭いものがあるが，全体と

して，もうすこし緻密な議論を展開していればさら

に説得的なものとなったであろう。なお，満鉄統計

組織が編纂していた『満鉄統計年報』や『鉄道統計

年報』などの社業統計を筆者はどのように評価する

のか，また満洲や華北，華中で多数行われた農村調

査の方法に対する評価も知りたいところであった。
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第２章は，「満洲交通史稿」の編纂過程と現存す

る原稿を丹念に検討しており，その解題とも言える

論文である。ただ，「満洲交通史稿」の未完部分を

補うことの可能な資料は，国線建設記録など多数存

在しており，そうした既存資料との対比によって，

より豊かな内容になったと考えられる。また，「満

洲交通史稿」の内容と形式を詳細に解題する以上，

この「原稿」の所在などに触れるべきであったと考

える。

第３章は，撫順炭とならんで，満鉄のもっとも重

要な貨物であった大豆について，農産物収穫高調査，

栽培・生産や取引のための調査報告を検討している。

そこでは，大豆調査は１９２０年代に始まり４１年満洲特

産専管公社において縮小され，４２年の満洲農産公社

の設立は「特産物市場調査の時代の終焉を告げるも

のであった」（２１９ページ）とし，一方「結論」では，

満洲特産専管公社に改組されて，「満鉄の特産物市

場調査はこうして終わりを告げた」とする（２２１ペ

ージ）が，この２つの表現は整合性を欠いている。

また，農産物収穫高調査の主体は満鉄から満洲国興

農部，満洲農産公社などに移り，１９４５年まで行われ

ていたことが，残されている調査報告書から明らか

になる。さらに農産物収穫高調査は１９４３年度の満鉄

調査組織の調査計画にも含まれている（注３）。このた

め本章が扱っていない１９４０年度以降の調査がどのよ

うな特徴を持っていたのかについても検討する必要

があったと考えられる。なお，１９２０年代の収穫高調

査について述べた後に４１年の調査実施方法を紹介し

ているが（１９２ページ），こうした叙述が成り立つた

めには，２３年に開始された調査方法が４１年までほぼ

一貫して踏襲されていたとする前提が必要であろう。

しかし，おそらく調査方法は時期を経て次第に改善

されたと見る方が自然である。さらに，「円ブロッ

ク内の密貿易（冀東密貿易）による実質的な満洲大

豆の中国浸透が進展した」（２１８ページ）としている

が，冀東密貿易の主要な輸出品は砂糖，人絹，煙草

巻紙などであり，大豆は含まれていない。なお，冀

東密貿易は１９３６年に沈静化し，３８年には廃止されて

おり，この部分の叙述は混乱している。ほかに，農

事試験場における大豆の品種改良や中央試験所の大

豆三品を利用した新製品開発などの技術研究につい

てもあわせて検討すべきであった。

第４章では，満鉄地質調査所が初期の満洲鉱産調

査を担い，また中央試験所が鉱産物の鑑定・分析を

行ったことを明らかにし，その際に地質調査所の鉱

産調査では実地調査がそれほど行われていないこと

に触れている。たしかに指摘のとおりであるが，１９１０

年代以降の付属地外の中国鉱山において現地調査を

行うことが可能であったかどうかを検討しないまま，

実地調査の不十分さを主張することには問題が残ろ

う。中華民国成立以降，とくに「２１箇条要求」に敏

感に反応した中国ナショナリズムは東北にも波及し，

反日，排日貨運動が強まった。地下資源の収奪は，

鉄道支配とともに，中国側のもっとも強い反発を招

いた。そうした状況下で付属地外の現地調査を行う

ことは不可能であった。筆者は，その他の鉱産物調

査は「満鉄の影響力の強い特定の地域に限定されて

いた」（２３５ページ）としているが，これも当時の日

中関係に規定されてのことである。

第５章では，満鉄が在満朝鮮人問題をどのように

見ており，またどう対応しようとしたのかその対策

を，経済調査会時期，満洲国期を通して丹念に明ら

かにしている。ただ１９２９年の東北易幟までは張作霖，

張学良の東北政権は中央とはある程度独自な政策を

実施していた。中国側の朝鮮人政策を検討する際に，

中国側の政策とされるものが，中華民国中央の政策

であるのか，あるいは東北政権の政策なのかは，本

章では明示的でない。東北政権の朝鮮人に対する政

策が，中央と同じであったのか，あるいはある程度

の独自性を有していたのかを検討する必要があった

と考えられる。

第６章は，満鉄と植民地医学の関わりを検証し，

満鉄の医療研究機関，衛生研究所や満洲医科大学が

人的にも医学としても７３１部隊に通底していること

を丹念に論証したものであり，論旨は頷ける。ただ

筆者が指摘するように，南満医学堂の創設が後藤新

平の「文装的武備」の実践であったとすると，中国

人患者の診療もそうした側面を持っていたと言えよ

う。南満医学堂への中国人入学は「最初から意図さ

れた戦略的なものであった」（３４４ページ）とされて
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いるのに対して，「満洲の医療活動の対象は限定さ

れていた」（３４５ページ）とし，満洲医科大学の患者

数，満鉄医院の患者数を掲げて（３４８ページ），大半

は日本人であったとしている。たしかに民族別人口

をみると，日本人患者の比率は圧倒的に高かったが，

本章の掲げる統計でも，『南満洲鉄道株式会社第三

次十年史』の大連医院などの医療施設統計によって

も，比較的多数の中国人患者を治療していたことが

わかる。とすると，現地中国人に対する医療は「文

装的武備」の象徴のひとつであったと考えられる。

医療費，医師の言語能力なども含めて，中国人に対

する診療がどのようなものであり，どのような中国

人がその対象となっていたのかを今後検証する必要

があろう。

第７章では，「支那抗戦力調査」についての，主

に元満鉄調査部関係者による軍の政策に反対するも

のであったとする評価，逆に安藤彦太郎，山田豪一

らの軍の作戦に利するものであったとする評価を検

討した後，抗戦力調査が実際にはどのようなもので

あったのかを，調査経緯，調査報告の内容，現地軍，

参謀本部などの史資料を丹念に検証して，結論とし

て，抗戦力調査が「戦争政策協力」という意図はな

く，戦争政策「批判」という位置づけも過大なもの

であったとして，「せいぜいのところ，いくつかの

点で軍に参考資料を提供し，軍の既定の方針に支持

を与えるもの」（４２３ページ）に過ぎなかったとする。

この結論は妥当なものであろう。ただ，それではな

ぜ拡充調査部が「支那抗戦力調査」を高く評価して，

翌年度からの綜合調査に進んでいったのか，その際

に抗戦力調査や綜合調査の実施を軍が認めた理由は

何か，さらに，『支那抗戦力調査報告』編纂以降の，

１９４０年度，４１年度も引き続き行われた抗戦力調査が

どのようなものであったのかについても評者は知り

たいところであった。

第８章は，満鉄調査部事件の経緯を，これまで知

られていなかった史資料を利用して丹念にり，調
査部事件が関東憲兵隊によるフレーム・アップであ

ったことを明らかにし，１９７０年代以降に生まれた「綜

合調査」の反戦的意義の強調傾向を批判している。

これらの点についての本章の叙述は説得的である。

ただ，関東憲兵隊司令部編『在満日系共産主義運動』

に対する石堂清倫の厳しい指摘（４３８～４３９ページ）

を紹介しながら，それに対する回答を欠いたままこ

の史料を利用して事件の経緯を記している個所が散

見されるなど，史料批判がやや不足しているところ

が見受けられる。本章は，これまでの「満鉄調査部

事件」研究をはるかに凌駕するものであるだけに，

この点は惜しまれる。と同時に，「関東憲兵隊の弾

圧と，満鉄自身の内部『粛正』により，満鉄調査部

（局）は著しく弱体化した。ここに満鉄の自立的な

調査活動は，事実上の終焉を余儀なくされた」（４９２

ページ）とする結びについては違和感がある。その

理由は，第１に，本章では，抗戦力調査や綜合調査

が軍の協力要請によって行われた面を指摘しており，

大調査部における調査はかならずしも自立的なもの

ではなかったとされているからであり，第２に，「調

査部事件」以降に調査部が改組されて発足した調査

局は，組織的にも調査方法の面でも弱体化したこと

は明らかであるが，社業調査とソ連調査に活路を見

出し，意外にも活発な調査を行っていたと考えられ

るためである。

終章では，本書各章の内容を要約し，さらに中国

の代表的研究である解学詩の調査部論を批判的に検

討している。終章の満鉄の調査・研究についてのま

とめは納得できるものである。ただし，一点，社業

調査について述べておきたい。本書に収録されてい

る社業調査に関する論文は，社業調査を広義にとら

えた場合には，第３章の大豆に関する論文，第４章

の資源・鉱産物調査，第６章の植民地医学に関する

ものである。第２章は「満洲交通史稿」を，また第

５章は在満朝鮮人調査を扱っているが，社業調査を

検証するという視点は弱いように見受けられる。

言うまでもなく，満鉄の社業の中心は鉄道であり

撫順炭礦であった。１９４０年代に調査部が重視した社

業調査の一部は『社業調査彙報』などにまとめられ

ている。しかし調査部の社業調査がどれだけ満鉄の

社業に役立ったかは，調査報告を見ただけでは，心

許ないところがある。むしろ，重視すべきは，鉄道

総局調査局（その後身である奉天調査室）が行った

鉄道経営に関わる社業調査であり，撫順炭礦で行わ
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れた各種の調査研究であろう。鉄道経営についても，

撫順炭礦についても十分に検討するためには新たな

史資料の発掘が必要であり困難を伴うが，これらに

関わる調査が本書で取り上げられていないことは残

念である。もちろん，満鉄の調査と研究のすべてを

一挙に再検討することは不可能なことである。その

意味では，まず満鉄の調査活動の全体像を把握し，

そのうえで「ボーリング調査」の対象を決定し，そ

れらについて調査と研究の「実像」すなわち実態を

明らかにし，その成果とされるものを検証していく

ことが大切である。本書は，そうしたバランスをや

や欠いているように見受けられる。

とはいえ，本書に収録されたそれぞれの論文は，

現在までの研究状況を踏まえて，さらに現在利用し

うるかぎりの史資料を利用した水準の高いものであ

り，今後の満鉄調査組織研究および各章の主題に関

する研究には参照を欠かせないものである。長年の

共同研究の成果が実ったことになるが，編者のいう

「ボーリング調査」を他の主題についても今後さら

に行っていく必要があろう。大著であるため，評者

の誤読もあろうかと思われるが，そうした点があれ

ばご海容いただきたい。

（注１） 小林英夫・福井紳一「松村高夫氏の批判に

応える──満鉄調査部事件の神話と実像──」（１）・

（２）（『アジア太平洋討究』第１１号，第１２号 ２００８年１０

月，０９年３月）が主に松村高夫論文に対する反論とし

て執筆されている。

（注２） 天海謙三郎の発言は次のとおりである。「い

や，理事の任期は四年だったし，最初の一年ぐらいは

創業匆々の事ではあるし，多少部務も指図されたよう

ですけれども，あとは後藤新平総裁が関東都督府の民

政長官を兼任していて，先生は主としてその方の顧問

みたいなことに当たっておられたし，間もなく後藤総

裁は桂内閣の逓信大臣として入閣される（大正元年十

二月）等の関係で，岡松先生は台湾時代のように直接

調査には干渉されず，あまり熱意がなかったように感

ぜられました」（「中国旧慣の調査について──天海謙

三郎氏をめぐる座談会──」天海謙三郎『中国土地文

書の研究』勁草書房 昭和４１年 ７９１ページ）。なお，

天海は調査部設置当初から調査部員であった。

（注３） 南満洲鉄道株式会社鉄道総局調査局「昭和

一八年度調査業務計画」（昭和１８年３月）参照。ただ

し，昭和１８年度の調査局の業務計画では収穫高調査は，

鉄道輸送量調査の一環として北満経済調査所が担当し

ている（満鉄調査局『局報』第１巻第１号 昭和１８年

８月 ５６ページ）。

（新潟大学人文社会・教育科学系フェロー）
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